衆議院総選挙終盤に向けた取り組みについて
　第46回衆議院議員総選挙も残すところ１週間を切り、終盤戦に突入した。
報道各紙が伝える選挙情勢は、「自民党が過半数を超える勢い。民主党は100議席を大きく割り込み、日本維新の会も50前後の議席を確保」と、政権与党の民主党が大幅に議席を減らす予想となっている。また、自治労の組織内・協力候補についても、18人が立候補して選挙戦に臨んでいるが、きわめて厳しい戦いを強いられている。
仮に、世論調査通りの結果となれば、自民党中心の政権が復活し、自民党と日本維新の会の議席が、衆議院の3分の2を超える可能性が高い。新自由主義と公務員労働者への敵視、そして、憲法の改正について、共通の方向性を持つ両党が衆院の3分の２を超えることは、自治労にとっては、組織の存亡にかかわる事態といえる。なんとしても、この両党の跋扈を許さず、民主党の議席をひとつでも死守する必要がある。
マスコミ報道の影響もあり、自治労組合員も民主党政権に対する不信感が拭えておらず、民主党への支持が十分に広がっていないといえる。しかし、民主党政権は地方交付税を増やし、地方公務員の協約締結権を認める法案を提出した。国家公務員の賃金カットについても民主党政権は地方への影響を一貫して遮断した。一方で、自民党は、公務員の労働基本権を制約し、地方公務員の政治的権利を制限するため地公法の「改正」と、地方公務員の人件費大幅削減を公約としている。自治労組合員の生活を守るためには、民主党の議席を守ることがきわめて重要だ。県本部と単組の執行部は「選挙区は自治労推薦候補者、比例区は『民主党』」という自治労方針を最後まで組合員に訴えよう。自信を持って、民主党政権の成果と民主党の政策を組合員に伝えよう。
情勢はきわめて厳しいが、選挙闘争のヤマ場はこれからである。多党化の影響もあり、今回の選挙では、この段階になっても、まだ半数近くの有権者が投票先を決めていない、という特徴的な調査結果が出ている。組合員一人ひとりが、家族、そして友人・知人に声をかけていこう。各選挙区の状況は極めて厳しいが、まだまだ逆転の可能性は残されている。
すべての自治労組合員のみなさん、時計の針を古い政治に戻さないためにも、すべての自治労組織内・協力候補と、全ての推薦候補者の必勝に向け、最後の最後まで総力を上げて闘い抜こう！
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